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日本の設計組織構造を考慮した
CADの研究開発

　現在、日本の製造業は全産業の中で最も国際競争力のある分野である。この製造業の

強みを更に強くするため、総合科学技術会議は 2006 年の第３期科学技術基本計画の分野

別推進戦略で「ものづくり技術分野」における強化推進方策を示した。その中でもCAD

（コンピュータを用いた設計支援ツール）は戦略重点科学技術「日本型ものづくり技術を

さらに進化させる、科学に立脚したものづくり『可視化』技術」の重要な課題として取

り上げられている。日本の製造業の設計プロセスに最適化したCADを開発することによ

る、製造業の国際競争力の維持・強化のために推進すべき課題をまとめると下記となる。

盧 設計プロセスは上流から、企画→構想設計→詳細設計→実験・試作の工程があり、こ
のうち企画あるいは構想設計段階へのCADを戦略的に技術開発する必要がある
　製造業では1980年ごろから製品競争力を高めるために、設計プロセスにCADを導入し、

その情報処理能力により設計者のパフォーマンスを向上させる施策を年々強化してきた。

ところが、現在のCADは、技術的理由により設計プロセスの構想設計の最終段階あるい

は詳細設計および実験・試作の段階で使われ、企画段階あるいは構想設計の上流段階へ

は適用できない。製品の特徴的機能は企画あるいは構想設計段階で決まってしまう場合

が多いので、この段階へのCAD適用を可能にする研究開発が必要である。

盪 組織を越えた頻繁なコミュニケーションを可能にするCADを戦略的に技術開発する必
要がある
　日本の上流工程設計者は設計プロセス全体を見て、下流工程まで考えている。一方、

下流工程設計者は上流工程に品質向上などの重要事項のフィードバックを行う。この設

計活動が、製品の高品質化など価値を生み出し、日本の製造業の強みとなってきたと言

われる。現在利用されているCADは組織をこえた頻繁なコミュニケーションには対応し

ていない。このようなコミュニケーションを支援するには、①設計段階で生産プロセス

やメンテナンスも含めて下流工程の検討事項を取り扱え、②設計者が製品構造等を決め

た考え方を下流工程で活用できるデータが扱える、統合化されたCADの研究開発が必要

である。

蘯企画あるいは構想設計段階に対応する理論構築を目指した研究が必要である
　我が国は、製品モデル理論確立のための応用数学の研究者およびこの応用数学を駆使

できる技術者が少ない。また、製品モデル作成の基盤としての応用を前提にした応用数

学を教える講義を持つ大学は数えるほどしかない。今後、この部分には、戦略的な支援

が必要である。

科学技術動向
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　第２期科学技術基本計画におけ

る「製造技術分野」は、2006年３

月 28日に閣議決定された第３期

科学技術基本計画で「ものづくり

技術分野」と名称が改められ、総

合科学技術会議で国が取り組むこ

とが不可欠な８分野のひとつとし

て推進戦略が策定された。名称が

改められた意図は、資源・環境・

人口制約を乗り越え、日本が国際

競争力を維持し、経済を発展させ

ていくためには、ものづくりを核

とし、サービス、情報産業まで巻

き込んだバリューチェーンとして

の付加価値を最大化することが政

策課題であり、従来の製造技術の

開発にとどまることなく、“もの”

の価値を押し上げるような科学技

術の発展を目指す、価値創造型も

のづくり力強化という視点を鮮明

にするためである１）。

　我が国の製造業の創出する付加

価値額がGDPに占める割合は約

２割であるが、輸出総額の９割を

占めることから分かるように、製

造業は全産業の中で最も競争力が

ある分野である１、２）。日本型もの

づくり本来の強みは、現場の優秀

な技術者、技能者が、協調的な現

場環境でチームワークを発揮して

パラメータの相互調整を行う、統

合的組織能力と「すり合わせ」に

あるといわれる１）。製造工程に着

目すると、デスクトップパソコン

を代表例とする「組み合わせ型」

製品注１）と自動車を代表例とす

る「すり合わせ型」製品注２）があ

り、日本の製造業は「すり合わせ

型」ほど国際競争力が高いとの結

果が出ている３）。上場製造業企業

に対するアンケートでは、主力事

業については「すり合わせ型」と

の回答が約７割と多数を占めてお

り３）、国際競争力が高い主力事業

を持つ上場製造業企業が多い。

　第３期科学技術基本計画の分

野別推進戦略「ものづくり技術分

野」１）の基本的取組方針「科学に

立脚した日本型ものづくり」の中

で「ものづくりの国際競争力を維

持し続けるためには、現場の個々

人の優れた管理能力や技量のみに

依存せず、日本型ものづくりに適

応した科学技術、例えばものづく

りプロセスに合わせた設計・製造

支援システムなどによって更に日

本型ものづくりを強化することが

必要である」と「設計・製造シ

ステム」の重要性が指摘されてい

る１）。

　「ものづくり技術分野」で重点

化する戦略重点科学技術のひとつ

に「日本型ものづくり技術をさら

に進化させる、科学に立脚したも

のづくり『可視化』技術」が選択

されている。すなわち、日本の強

みをより強化する、科学に立脚し

たものづくり基盤を推進するため

に、ITの利活用や高度な計測分

析技術をベースに、ものづくりの

「可視化」を図る方針が示された１）。

「設計・製造支援システム」の要は、

設計結果を集積する製品データベ

ースを作成する IT技術が担う。

この IT技術として、総合科学技

術会議の基本政策専門調査会もの

づくり技術分野推進戦略プロジェ

クトチームで、CAD（Computer  

Aided Design：コンピュータを用

いた設計支援ツール）の重要性に

ついて議論されている４）。ここで

は共通基盤技術の重要な研究開発

課題として「ITを駆使したもの

づくり基盤技術の強化」が位置づ

けられている１）。また、同様に重

要な研究開発課題と位置づけられ

ている「ものづくりのニーズに応

える新しい計測分析技術・機器開

発、精密加工技術」では、「ITを

駆使したものづくり基盤の強化」

と関連させることが推奨されて

いる１）。すなわち、ものづくりに

立脚して計測すべきポイントの確

注1　すり合わせ型製品：ある製品のために特別に最適設計された部品を微妙に相
互調整しないとトータルなシステムとしての機能が発揮されない製品。

注2　組み合わせ型製品：既に設計された既存の部品を巧みに組み合わせると最終
製品ができる製品。

■用語説明■
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定、設計情報と現物計測照合によ

る「可視化」の実現のために、計

測は設計情報を処理するCADと

連携して取り組む必要がある４）。

このように、科学に立脚した日本

のものづくりにおいて、CADは

重要な位置を占める１、４）。

　そこで、本稿では、日本の製造

業の強みである「すり合わせ」を

特長とする設計組織構造に最適化

したCAD技術の方向性を明確に

し、製造業の国際競争力の維持・

強化のために政策的に推進すべき

主要課題を挙げたい。

2   CAD利用の現状蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　図表１に製造業の業務プロセス

全体における設計の位置づけと設

計プロセスの詳細を示す。製造業

では 1980 年ごろから製品競争力

を高めるために、設計プロセスに

CADを導入し、その情報処理能

力により設計者のパフォーマンス

を向上させる施策を年々強化して

きた。

　CADの導入率は、ものづくり

白書（2006 年版）２）の CADの導

入状況データで引用された譛産業

研究所による「中小製造業におけ

るものづくり IT技術の導入・利

用に関する調査研究」７）（2006 年

３月）によると、中小製造業にお

いて実用化されているCADを２

次元CAD注３）、３次元CAD注４）、

CAE注５）に分類すると、２次元

CADの導入率は 82％、３次元

CADの導入率は58％、CAEの導

入率は33％である。日本機械学会

の2006年の１月に論文として公表

された藤田らのCAD活用状況調

査８）（調査は 2002年秋）では、自

動車、産業設備、総合電機業界で

は、トータルで90％を越えている

との報告もあり、大企業も中小企

業と同等以上の２次元CAD、３

次元CAD、CAE導入率であると

考えられる。

　図表１に示すように、２次元

CAD、３次元CAD、CAEが中核

業務で使われているプロセスは、

詳細設計と実験・試作であり、企

画あるいは構想設計では使われて

いない。企画あるいは構想設計で

は、設計者が考えをまとめる手段

あるいは設計結果の記録手段とし

ての付帯業務支援ツールとして使

われるケース、または主要部品の

立体形状を作成し配置スペースを

概算するなど補助業務支援ツール

として使われるケース等に限られ

る。その理由は、企画あるいは構

想設計の中核業務で扱う製品モデ

ルの必須データの処理には、２次

元 CAD・３次元 CAD・CAE が

対応できないことによる。

　製品モデルは製品データベース

の構造を決める。図表２は、製品

モデルで必要なデータの種類と設

計プロセスの各工程を縦軸と横軸

にとり、各設計工程で必須のデー

図表１　製造業の業務プロセスと設計プロセス詳細

製造プロセスの名称は文部科学省 科学技術政策研究所 科学技術動向研究センターの「科学技
術の中長期発展に係る俯瞰的予測調査　デルファイ調査報告書　10．「製造」分野の調査結果」５）
の検討フレームを参考に、科学技術動向研究センターで作成
設計プロセスの名称は JEITA 社団法人電子情報技術産業協会 標準技術部・標準センターの
「設計プロセス評価指標」に関する標準化の取り組み６）を参考に科学技術動向研究センター
で作成

注3　2次元CAD：図面データを主に扱い、図面の作成を主に行うシステム。
注4　3次元CAD：3次元形状データを作成でき、実物を作ることなく形状検討、
配置での干渉検討などの設計検討を行うシステム。

注5　CAE（Computer Aided Engineering）：設計における各種シミュレー
ションを支援するシステム。

※  2 次元 CAD、3次元 CAD、CAEの用語は現在使用可能なCADの分類によく使
われる。CADは広義にはComputer Aided Design の英語どおり設計全般を支援
するツールである。CADは 2次元 CAD、3次元 CAD、CAE を包括した用語と
して使われる。

■用語説明■
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タと設計での利活用の観点から考

えられるCADの適用範囲を、S1

～ S4 で示した図である。現在展

開されている２次元CAD・３次

元 CAD・CAEは S4 に位置づけ

られる。S4は構想設計の最終段

階から詳細設計、実験・試作の範

囲であり、形状注６）データを中心

に、属性注７）データの一部を扱う。

一方、S1、S2 に相当する実用レ

ベルのCADは現在の技術水準で

は開発できていない。これが、図

表１での支援ツールの空白域の理

由である。CADが企画あるいは

構想設計段階で使われることもあ

るが、その場合は補助業務あるい

は付帯業務での利活用であり、中

核業務での利活用ではない。

　図表３を使って、形状、属性、

設計意図注８）データとCADの機

能を説明する。２次元CADは形

状データを主に扱い、図形作成機

能を使って、三角形と四角形が合

わさった形状を逐一作成する。３

次元CADの場合も同様で、基本

的に利用者が形状を逐一作成す

る。属性の例として示した寸法の

関係式を扱い、寸法値を変えると

図形の自動修正ができるCADも

実用化されている。しかし、設計

意図のデータを扱えるCADは存

在せず、研究段階である９）。つま

り、現状のCADは形状処理を主

たる機能とし、確定した部品形状

を厳密にモデル化するのに適して

おり、後工程に正確な形状が伝え

ることができるようになった段階

であると言える９～11）。

　CADの設計への適用の概要を

理解しやすくするため、図表４に

モデル化した電機設備ユニットへ

のCADの適用例を示す。図表１

における詳細設計段階の中核業務

支援ツールの３次元CADおよび

CAEの利用例である。電機設備

（縦、横、奥行：15× 60× 40cm）

図表２　設計プロセスとCAD

大阪大学大学院工学研究科　荒井教授、妻屋助手、若松助手、大阪府立大学大学院工
学研究科　杉村教授との共同検討結果に基づき著者が作成

注6　形状：頂点、線分、面、空間データ。図表3で正方形と三角形を合わせた線
分で構成される図。

注7　属性：例えば、材質、表面あらさ、物性、公差データ等。ケーブルの属性を
例にすると、信号や200ボルト電圧等、中に何が通るかのデータ。図表3で寸法間
の関係式、平行や垂直などの線分間の幾何的関係（幾何拘束条件という）データ。

注8　設計意図：製品構造の決定、設計変更などでは、設計者の考え方、ある結論
に至ったプロセスに関するデータがあり、これを設計意図という。

■用語説明■

図表３　CADの機能と扱うデータ
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囲のCADを使い、企画設計に着

手することができる。S1の範囲

のCADを使って作成された「機

能‐挙動‐状態」のデータは S2

のプロセスに渡される。設計者は

S2のCADを使い構想設計を行う。

この段階で主要な「属性」データ

まで作成される。S2からS4へ「属

性」データは渡される。設計者は

S4の範囲のCADを使い詳細設計

を行い、「属性」データと「形状」

データを作成する。最後に、S4

の CADを使い実験・試作を行い、

設計プロセスを完了させることが

できる。

のひとつのユニットをコンピュ

ータ内にモデル化し、ディスプレ

イに表示した例である。各部品の

レイアウト検討を行う場合、「干

渉チェック」と言われる空間的な

配置可能性だけでなく、「絶縁検

討」や「熱検討」から、部品間に

一定の距離を確保する必要がある

など、種々の設計条件を考慮する

必要がある。３次元CADおよび

CAEはこれらの設計条件をチェ

ックし、レイアウト修正候補の提

示などにより設計の支援を行う。

　設計者の個別設計ツールとして

の利用だけでなく、十数人の検討

チームによるデザインレビュー会

議でCADが活用されることも多

い。例えば、図表４に示す表示に

合わせて、通常は目に見えない電

界や熱分布を可視化して大型スク

リーンに大画面表示し、チームと

して設計検討が進められる。

図表４　電機設備ユニットへのCAD適用例

注 9　機能、挙動、状態：日常使
われる機能、挙動、状態の言葉の定義
と同じである。例えば製品を「回転
自動ドア」とする。「機能」は数多く
あるが、例として「安全に回転するこ
と」を取り上げると、「挙動」は「何
か挟まったら安全のために瞬時に止ま
ること」、「状態」は「回転および停止」
となる。「回転自動ドア／安全／何か
挟まったら止まる／回転・止まる」が
データセットとなる。機能‐挙動‐状
態を組み合わせて製品を表現する考え
は、梅田ら 11）の報告で示された。

■用語説明■
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　日本型ものづくり技術をさらに

進化させる、これからの ITシス

テム開発における具体的な課題を

以下に述べる。

３‐１

製品の差別化に重要な企画
あるいは構想設計への

CAD投入

　多くの設計者は、設計プロセス

の企画設計あるいは構想設計段階

にも有効なCADを投入できれば、

その効果が大きいと考えている。

なぜなら、製品の特徴的な機能の

造り込み（差別化）はこの工程で

決まる場合が多いからである。設

計プロセスの上流の段階で徹底し

て問題点をクリアすることは、フ

ロントローディング２、７、12）と呼

ばれ、企業によっては、経営戦略

の中で重要な位置づけとなってい

る。特に日本の設計組織では、企

画あるいは構想設計段階で、生産

性を向上させる組み立てが容易な

製品構造、製品設置の容易さ、メ

ンテナンス簡略化の設計、品質の

造り込み、など、横断的活動が行

われる場合が多い４、７）。

　現在主に展開されているCAD

の適用範囲（図表２のS4部分）は、

個々の企業が戦略的に決めた結果

ではない。CADが扱える製品の

数学モデルが形状と属性の一部し

か表現できないため、S4の範囲

に限定せざるを得ないのである。

その結果、現在は、設計上の検討

内容が、形状および空間の幾何学

の問題に帰着できるものに限られ

る。図表４の例はその典型例であ

る。つまり、図面の作成、３次元

形状を３次元CGとしてディスプ

レイに表示することによる構造確

認、シミュレーションによる強度

評価等に限られる。一方、図表２

の S3の範囲は、現在展開されて

いるS4の範囲をベースに、S4を

開発したCADメーカで主に開発

が進められており、S1および S2

の範囲が開発されるまでの橋渡し

的なCADとして今後使われてい

くと考えられる。

　企画設計あるいは構想設計に

有効な S1 および S2 の CAD で

は、数学モデルが製品の「機能

‐挙動‐状態」注９）まで表現でき

る必要がある。S1および S2が実

用化されると、設計者は S1の範
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　このような流れを実現する上で、

今後戦略的に研究開発を推し進め

る必要があるのはS1およびS2に

適用するCADであると言える。

３‐２

CADシステムのデータと
エンジンの完全分離と
専用ミニCAD部品

　製品の特徴的な機能を決めるの

に重要なステップである企画ある

いは構想設計を支援する、図表２

の適用範囲 S1および S2 の CAD

が開発され、そのシステムが世

界に流通すると、日本の産業が後

発国に短期間で追いつかれるので

はないかという懸念が呈されてい

る。過去には、標準的な金型製作

において戦略的に金型CADを導

入した国が力を付けて、我が国が

劣勢に追い込まれたという事例も

ある。このように、CADの普及

によって、海外で日本の設計技術

が真似をされたという幾つかの例

が報告されている 10）。

　このように企画あるいは構想設

計を支援するCADが普及すると、

個々の企業の強みが維持できなく

なるのではないかという懸念があ

るが、そのひとつの対策としては、

CADシステムの「データ」と「エ

ンジン」を完全分離する方法が考

えられる。日本型ものづくりに対

する ITツールの可能性として、

ITシステム構造を①既存CAD等

のツール、②日本型ものづくり

の基盤機能を持つ共通ミドルウェ

ア、③カスタマイズによる各社固

有のノウハウ、と分離する必要が

あるとの意見もある７）。

　図表３の例で言うと、寸法の関

係式や平行とか垂直とかの幾何拘

束条件を「データ」として入力す

ると、それに基づいて形状候補を

作成するソフトウェアが「エンジ

ン」である。「エンジン」には寸

法の関係式など重要な設計結果は

存在しない。CADのシステムア

ーキテクチュアをエンジン部分と

データ部分に明確に分離し、エン

ジン部分はユーザ間で共有モジュ

ールとして汎用のCAD製品に組

み込むようにすれば、広く流通さ

せたとしても、データ部分は組織

内に留めることができる。

　しかし、現実には、エンジン

部分とデータ部分で完全に分離

できない場合が多いと想定される

ため、汎用CADにソフトウェア

部品として組み込まれる設計対象

別の「専用ミニCAD部品」の開

発も必要になる。この「専用ミニ

CAD部品」は各社固有の設計技

術を扱うソフトウェア部品となる

が、「ミニ」が表すように、ソフ

トウェアとしては、汎用CADに

比べてはるかに小規模である。当

然のことながら、この「専用ミニ

CAD部品」は組織外には出さな

い。一方、この「専用ミニCAD

部品」の開発には、CADの骨格

をなす製品モデルを数学的に定義

するために、応用数学を駆使でき

る技術者が必要となる。なぜなら、

CADメーカが CADを開発する

ために用意したツールを用いる開

発が想定されるからである。つま

り、部分とはいえシステムを開発

できる技術力が必要となる。応用

数学を駆使しCADを開発できる

技術者が年々少なくなってきてい

る。製品モデルの表現に関する応

用数学を駆使できる技術者数を増

やす必要がある。

３‐３

組織をこえた頻繁な
コミュニケーションを伴う
設計過程を支援するCAD

　本来、欧米のCADは日本の組

織に合わないのではないかと言わ

れている。その理由として、欧米

のCADメーカが、欧米の設計組

織を適用対象の標準としているこ

とが挙げられる。欧米組織は、徹

底した分業体制をとり、責任範

囲を狭義に捉える傾向があり、組

織をまたがるコミュニケーション

が職務責任上求められていないな

ど、日本の設計組織とは異なって

いる。このような違いは、総合科

学技術会議の基本政策専門調査会

ものづくり技術分野推進戦略プロ

ジェクトチームでも、ものづく

り ITを考える際の課題として議

論された４）。また、複数の企業の

CAD推進者の意見から、欧米の

CADが日本の組織に「合わない」

ことをまとめた調査報告書も、本

年（2006年）発行された７、９）。

　ここで、日本の組織に「合わな

い」４、７、９、10）と指摘されている欧

米のCADは、図表２の適用範囲

S4で現在使われているCADでは

ある。適用範囲 S4に限らず、適

用範囲S1～ S3に対しても「合わ

ない」かもしれない。

　日本の設計組織あるいは活動の

場合、設計者は全体を見て下流工

程まで考える。あるいは、下流工

程の設計者は上流工程に品質向上

などの重要事項のフィードバック

を行う。また、組織をこえた頻繁

なコミュニケーションにより一貫

した設計活動が行われている。こ

れらの結果が、製品の高品質化な

ど価値を生み出し、日本の製造業

の強みとして表れている１、３）。

　設計では、製品の形一つをとっ

ても、複数の選択肢が考えられる。

そのため下流工程への、「なぜそ

の形状が設計で選択されたか」の

情報の伝達は必須である。また上

流工程での設計変更が行われたと

きには、その変更の事実と変更理

由を下流工程へ確実に伝達しなけ

ればならない。この情報は「設計

意図」であり、「機能‐挙動‐状

態、属性、形状」とは違う種類で

ある（図表３）。図表２中に示し

た矢印は、設計者間のコミュニケ

ーションで行われる「設計意図」

の継承を示しており、その仕組

みがCAD自体に必要である。こ

の設計者間のコミュニケーション
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は、日本では活発に行われ、日本

のものづくりの強みになっている

と言われてきた部分であり、これ

をCADにとり入れなくてはなら

ない。

　例えば、人の移動を支援するた

めのチェーン駆動系をもつ装置の

設計の例を考える。設計段階での

合理性だけを考え、安全上問題の

ない最も細いチェーンを採用した

とする。ところが、メンテナンス

段階では、チェーンがギリギリの

設計のためチェーンの張り調整範

囲が相当狭くなり、調整に時間を

要する。その結果、トータル的に

コスト増となる。このような場合、

日本の設計者は、メンテナンス部

門とコミュニケーションし、トー

タル的にコストが小さくなるよう

に、少し余裕のある太さのチェー

ンを選択してきたのである。

　欧米のCADメーカも、組織を

またがったチーム設計支援のた

めのCAD周辺アプリケーション

を開発している。PDM（Product 

Data Management system）やネ

ットワークを使ったデザインレビ

ューシステムなどがその代表例で

ある７）。このシステムは、バラバ

ラな複数の組織が設計データのバ

ージョンを同期させながら作業を

支援すること、あるいは10年後に

も利活用できる電子データベース

構築を狙いとしており、有用な「設

計データ管理」システムと言える。

これらは、日本でも有効なシステ

ムではあるが、「設計データ管理」

と「組織を越えたコミュニケーシ

ョン」は異なる機能である。

　つまり、「組織を越えたコミュ

ニケーション」を支援するCAD

とは、本来、設計プロセス段階で、

生産プロセスやメンテナンス他下

流工程の検討事項を扱える統合化

されたCADでなければならない。

さらに、図表２の矢印で示す「設

計意図」の継承は重要なコミュニ

ケーションの一つであり、CAD

に統合化される必要がある。

　なお、統合化されたCADは大

規模開発（結果として大規模なシ

ステム）になることへの留意は必

要である。

4   日本におけるCADの研究状況蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆

　1990 年まではほとんど CAD

に関する論文は、図表５で言え

ば S4 の範囲に関するものであっ

た。S4 に関する論文が課題とし

て扱っていたのは、立体形状を数

学的に完全に記述する表現式と、

航空機や自動車などの外形形状

のように多項式一つで表現でき

ない曲面の表現式に関するもの

であった。それぞれ、ソリッド

モデリング理論と自由曲面式理

論と呼ばれる。これらの理論を

コンピュータで扱える形の式に

展開する数値解析も活発に研究

された。ソリッドモデリング理

論と自由曲面式理論に関しては、

1970 年前後で基礎式はほぼ固ま

ったが、実際の製品の持つ複雑

さに対応するには、その後の研究

の進展を待つ必要があり、1990年

ごろまで基礎式を進展させる形で

多くの論文が出された。これらの

論文が目指したのは、実際の製品

形状の数学的な定義であった。基

礎式の理論上の課題は、1982 年ご

ろに出された文献 13～ 15）で整理さ

れ、その後の多くの論文がこれら

文献を引用している。1990 年以降

は、CAD開発企業で、システム性

能改善のための高速処理を目指し

た基礎式の改良などの研究が進め

られた。2000年まではS1～ S4に

分散するように論文が出ていた。

　一方、S1および S2の範囲の論

文は文献 11）が典型的な論文であ

る。「機能‐挙動‐状態」や「意

図」にかかわるデータを用いて、

図表５　論文に見る設計工学研究動向

図表２に、最近の論文位置をプロットしたもの。
大阪大学大学院工学研究科　荒井教授、妻屋助手、若松助手、大阪府立大学大学院工学研究
科　杉村教授との共同検討結果に基づき著者が作成
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製品モデルをコンピュータ上に表

現する理論開発を目指している。

機能‐挙動‐状態や意図は非形状

データであるため、S4の範囲の

研究の中心であった３次元空間に

おける形状データの数学表現とは

別のアプローチが必要である。S1

およびS2の論文のタイトルには、

「設計者の思考過程」「意図を伴う

設計プロセス」「知識ベース」が

含まれることが多い。

　この例のような、日本における

設計プロセスを対象とした最近の

論文を図表５にマッピングして示

した。関係する論文は多くあるが、

下記の基準で、大阪大学大学院

工学研究科の荒井教授および研究

室メンバー、大阪府立大学大学院

工学研究科の杉村教授らと著者が

討議のうえ、各論文内容を分析し

た。論文を分析するに当たっては、

「CAD」でなく「設計工学」をキ

ーワードにした。

① 対象とする論文は 2003 年以降

とした。

② 造船、建築など特定設計の論文

は除外する。よって、日本機械

学会、精密工学会、人工知能学

会を主たる調査対象とした。

③ 継続的に設計システムの研究を

行っている著者の論文に絞った。

　以上の基準に該当する論文は11

件しかなかった。これらを見れば、

最近の論文は、S4の範囲にはなく、

S1～ S3の範囲にあることが明ら

かである。

　企画あるいは構想設計に対応す

る製品モデル理論構築の研究の取

り組みは、日本で進められている

ということがわかる。しかし、継

続的に研究を行っている研究者

は、大学は教授クラスで十数人で

ある。企業その他は、スポット的

研究者が多く計数しにくいが、理

論研究に限定すれば、十人未満で

あろう。我が国の産業規模から考

えて、この数は少ないといわざる

を得ない。論文を作成した一部の

教授、およびこの分野をリードす

る教授らは、特定の設計ケースに

適用できるだけでなく、実際に設

計に適用できる汎用の理論は、こ

れからの理論研究に負うところが

大きいと考えている。

　CADにかかわる研究者数に関

する統計データはないが、欧米に

比べて日本の研究者はかなり少な

く、また、近年、韓国、中国、台

湾等の研究人口が急増しているよ

うだと言われている。その証拠と

して、CAD関連の Journal の投稿

論文の 70％から 80％がこれらの

アジア諸国からのものになってき

ている。

　CADシステムのような研究開

発に、何らかの資金が投入される

場合、従来、ソフトウェア開発の

部分にほとんどの費用が使われて

きた。しかし、今後は、製品モデ

ル理論確立ための研究者にも資金

を投入する必要があると考えられ

る。現在日本には、製品モデルの

基盤としての応用を前提にした応

用数学を教える講義を持つ大学は

数えるほどしかない。３‐２で述

べたように応用数学を駆使できる

技術者数を増やす必要性と合わせ

て、この部分に関する戦略的な支

援が必要であると考えられる。

5   まとめ 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆

　本稿では、第３期科学技術基本

計画の「ものづくり技術分野」で

注力する戦略重点科学技術課題

のひとつ「日本型ものづくり技術

をさらに進化させる、科学に立脚

したものづくり『可視化』技術」

における取り組み課題の CAD

（Computer Aided Design）に関し、

以下の課題を提示した。

① 設計プロセスは上流から、企画

→構想設計→詳細設計→実験・

試作の工程があり、この中で、

製品の差別化機能が決まる企画

あるいは構想設計に適用できる

CADを戦略的に技術開発する

必要がある。

② 日本の製造業の強みとなってき

たと言われる、組織をこえた頻

繁なコミュニケーションによる

一貫した設計活動が、今後も製

品の高品質化などの価値を生み

出していると考えられる。設計

段階で生産プロセスやメンテナ

ンスも含めて下流工程の検討事

項を取り扱え、設計者が製品構

造等を決めた考え方を下流工程

で活用できるデータが扱える、

統合化されたCADの研究開発

が必要である。

③ 企画あるいは構想設計を支援す

るCADが普及した場合、個々

の企業の強みが維持できなくな

るのではないかという懸念があ

る。そのひとつの対策として、

CADシステムのデータとエン

ジンと完全に分離し、製品の基

盤をなすデータが、組織の外部

に出ないようなCADシステム

アーキテクチャの研究開発が必

要であろう。

④ 我が国は、製品モデル理論確立

のための応用数学の研究者およ

びこの応用数学を駆使できる技

術者が少なく、また、製品モデ

ルの基盤としての応用を前提に

した応用数学を教える講義を持

つ大学は数えるほどしかない。

今後、この部分には、戦略的な

支援が必要である。

　これらの個々の課題に対して

は、専門家によるさらに詳細な検

討が必要である。
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礼申し上げます。
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